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第13回教育委員会会議 

 

１ 日時  令和２年10月13日 火曜日 午後３時30分～午後５時45分 

 

２ 場所  大阪市役所本庁舎屋上階 P1共通会議室 

 

３ 出席者 

山本 晋次  教育長 

森末 尚孝  教育長職務代理者 

平井 正朗  教育長職務代理者 

巽  樹理  委員 

大竹 伸一  委員 

栗林 澄夫  委員 

 

多田 勝哉  教育次長 

塩屋 幸男  東住吉区担当教育次長 

大継 章嘉  教育監 

金谷 一郎  顧問 

川阪  明  総務部長 

川本 祥生  政策推進担当部長 

藤巻 幸嗣  教務部長 

忍  康彦  学校環境整備担当部長 

三木 信夫  生涯学習部長 

渡瀬 剛行  指導部長 

松田 淳至  学校力支援担当部長 

村川 智和  総務課長 

本  教宏  教職員人事担当課長 

松井 良浩  教職員服務・監察担当課長 

民部 博志  学事課長 

武井 宏蔵  施設整備課長 
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三嶋 賢慶  保健体育担当課長 

大多 一史  生涯学習担当課長 

寺本 圭一  高等学校教育担当課長 

樽本 康隆  教育活動支援担当課長 

弘元  介  初等・中学校教育担当課長 

冨山 富士子 学力向上支援担当課長 

安倍  紫  首席指導主事 

松浦 令   教育政策課長 

有上 裕美  教育政策課長代理 

ほか指導主事、担当係長、担当係員 

 

４ 次第 

（１）教育長より開会を宣告 

（２）教育長より会議録署名者に大竹委員を指名 

（３）案件 

    議案第85号   大阪市立デザイン教育研究所規則の一部を改正する規則案 

議案第86号   大阪市立高等学校学則の一部を改正する規則案 

議案第87号   市会提出予定案件（その28）（東中学校建設工事請負契約締結） 

議案第88号   市会提出予定案件（その29）（三国中学校建設工事請負契約締結） 

議題第89号   市会提出予定案件（その30）（西淡路小学校建設工事請負契約 

締結） 

議案第90号   市会提出予定案件（その31）（阪南小学校建設工事請負契約締結） 

議案第91号   第45回学校医等永年勤続者表彰について 

議案第92号    第72回市立校園職員児童生徒表彰について 

議案第93号   令和２年度教育功労者表彰について 

議案第94号   職員の部活動顧問への復帰について 

議案第95号   職員の部活動顧問への復帰について 

議案第96号   職員の人事について 
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議案第97号   職員の人事について 

議案第98号   職員の人事について 

議案第99号   職員の人事について 

    報告第36号   大阪市職員基本条例の一部改正について 

報告第37号   職員の人事について 

報告第38号    校長公募にかかる第２次選考の合格者の決定について 

協議題第27号  令和３年度大阪府新学力テストについて 

協議題第28号  市会提出予定案件（その32）（クラフトパーク指定管理予定者の 

指定） 

 

  なお、議案第86号から第93号、報告第38号、協議題第28号については会議規則第６

条第１項第５号に該当することにより、また、議案第94号から第99号については会議

規則第６条第１項第２号により、採決の結果、委員全員異議なく非公開として審議す

ることを決定した。 

 

（４）議事要旨 

報告第36号「大阪市職員基本条例の一部改正について」を上程。 

藤巻教務部長からの説明要旨は、次のとおりである。 

 令和２年９月市会において一部改正された大阪市職員基本条例のうち、懲戒処分に関す

る事項について、教育委員会事務局に関する事項を報告する。 

 １つ目は、国からモラルハラスメントを防止するための措置について、適切に対応する

ことを要請されていることを受け、懲戒処分の対象となる非違行為の類型としてパワーハ

ラスメントを定め、規定を整備するものである。具体的には、本条例別表第35項の次に第3

5項の２として、パワーハラスメントを行った場合は停職、減給、または戒告とすること。

第35項の３として、パワーハラスメントを行ったことにより指導を受けたにもかかわらず、

パワーハラスメントを繰り返した場合は停職または減給とすること。さらに、第35項の４

として、パワーハラスメントを行ったことにより相手に著しい不安を与え、それに起因す

る疾患に罹患させた場合には免職、停職、または減給とすることが追加されている。 

 ２つ目は、平成29年７月に刑法改正により強姦罪が強制性交等罪に改められたため、別



－4－ 

表第62項中の表現についても強姦を強制性交等に改められたものである。 

 なお、第35項２から第35項４の規定については、本条例の一部改正が公布された令和２

年９月30日の翌日である10月１日から施行され、同日以降に生じたパワーハラスメントに

対して適用されることとされている。また、62項の修正については条例の一部改正が公布

された令和２年９月30日から施行されている。 

採決の結果、委員全員異議なく、原案どおり可決。 

 

 議案第85号「大阪市立デザイン教育研究所規則の一部を改正する規則案について」を上

程。 

 渡瀬指導部長からの説明要旨は次のとおりである。 

 令和２年４月１日施行の大学等における修学の支援に関する法律に基づき、教育委員会

が大阪市立デザイン教育研究所の入学予定者及び在校生に対する修学支援、入所料及び授

業料の減免を行うにあたり、入所料等の分納に係る規定を定めるため、大阪市立学校デザ

イン教育研究所規則の一部を改正する規則案である。 

 大学等における修学の支援に関する法律については、真に支援が必要な低所得者世帯の

者に対し、社会で自立し活躍することができる豊かな人間性を備えた創造的な人材を育成

するために、必要な質の高い教育を実施する大学等における修学の支援を行い、その修学

に係る経済的負担を軽減することにより、子どもを安心して産み育てることができる環境

の整備を図り、もって我が国における急速な少子化の進展への対処に寄与することを目的

としており、この具体的な支援内容については授業料等の減免制度の創設と給付型奨学金

の支給の拡充となっている。 

 この法律に基づき、授業料等の減免の範囲を改めるための大阪市立デザイン教育研究所

条例の一部を改正する条例案については、本件審議に先立ち８月18日の第10回教育委員会

会議で議決いただき、先日の市会で承認いただいた後に９月30日付で公布・施行したとこ

ろである。 

 今回の規則改正については、その条例改正に引き続き、この授業料等の減免制度の創設

に伴う法律の対象学校であるデザイン教育研究所に係る規定整備である。改定内容は、学

資支給の予約採用候補者や継続願を提出した者など、学資支給を受けようとする者のうち、

修学に係る経済的負担を軽減するために特に必要があると認められる者に対して分納させ

ることができることとする。また、減免及び還付に係る規定は、大阪市立デザイン教育研



－5－ 

究所条例に規定したため、本規則からは削除する。本附則の施行については本日より施行

したいと考えている。 

 質疑の概要は次のとおりである。 

【森末委員】  大学等における修学の支援に関する法律に基づいてということですよね。

ここの法律に基づきということですから、大学等というのは多分、各種学校は含まれると

思います。その上で、この法律では地方公共団体が設置する学校について修学の支援をせ

よという規定になっているのですか。デザイン教育研究所は各種学校に当たるから、修学

支援の義務が生じているということでいいですね。 

【渡瀬指導部長】  はい。 

採決の結果、委員全員異議なく、原案どおり可決。 

 

 報告第37号「職員の人事について」を上程。 

 川阪総務部長からの説明要旨は次のとおりである。 

 区役所の職員が兼務している総務部教育政策課担当係長の補充の人事である。区役所に

おける人事異動に伴う兼務発令について、大阪市教育委員会教育長専決規則第２条第１項

に基づき、教育長による急施専決処分を行ったので、同条第２項により本日ご報告するも

のである。大正区役所保健福祉課担当係長が兼務している総務部教育政策課担当係長の補

充として、令和２年10月１日付で大正区役所勤務の澤光史を昇任の上、あてることとした。 

 採決の結果、委員全員異議なく、原案どおり承認。 

 

 協議題第27号「令和３年度大阪府新学力テストについて」を上程。 

 渡瀬指導部長からの説明要旨は次のとおりである。 

大阪府新学力テストについては、令和３年度より子どもたち一人ひとりが、これから社

会を生き抜く力を着実に身につけることを目的に、大阪府教育委員会が市町村教育委員会

の協力を得て実施するものである。実施日は全国学力・学習状況調査と同一日である令和

３年５月27日となっている。対象学年は小学校第５学年及び第６学年である。調査内容は

教科に関する調査として、第５学年は国語、算数、理科と教科横断的な問題、第６学年は

全国学力・学習状況調査における国語、算数と大阪府の教科横断的な問題となっている。

加えて、第５学年、６学年とも大阪府の質問紙調査、第６学年のみ全国学力・学習調査の

質問紙調査も実施する。別紙１に大阪府教育委員会が作成した実施要領を添付している。 
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 本市の小学校は、平成28年度より大阪市小学校学力経年調査を実施し、子どもたち一人

ひとりの学習理解度及び学習状況等を経年的に把握、分析できるようにしている。大阪府

の新学力テストは本市の経年調査と実施時期が異なり、１学期に実施されることから、２

学期以降の各学校における学力向上の取組の充実につなげていけると考えている。 

 具体的には小学校５年生の１学期、大阪府新学力テストにおいて調査結果を活用し、子

どもたち一人ひとりが自分の力を知り、課題改善の努力を行い、２学期の大阪市小学校学

力経年調査でどれだけ自分が伸びたかを実感し、小学校６年生の学習につなげていく。そ

して、６年生の１学期の全国学力・学習状況調査、２学期の経年調査とさらなる自信につ

なげ、中学に進学していく。こういったスパイラルを起こすことで、一人ひとりの良さを

伸ばす教育の原動力になると考えている。 

 以上のことから、本市の対応としては、本市においても表記テストに参加し、大阪府内

における本市の学習状況を把握、分析することで、表記テストを学力向上の１つの機会と

捉え、子どもたち一人ひとりの強みや弱みなどを分析し、さらなる学力向上につなげてま

いりたいと考えている。 

 

 質疑の概要は次のとおりである。 

【平井委員】  ２つ試験を実施するというのは児童の負担がとても大き過ぎるので、賛

同しかねます。まず第一に、経年調査は本市で行っています。この流れをまず継続する必

要があるのと、現小６はコロナ禍で学校現場ではカリキュラム、シラバスをこなすのが精

いっぱいのはずです。その中でまた負担をかけることは児童にとっても教師にとってもど

うなのだろうか、本当の力がつくのかという疑問が生まれます。府全体の流れの中で到達

度を見たいという方向は分からないではないのですが、総合的に判断した場合、導入が適

切かどうかということです。もし実施するにしても府のものは小学校５年生を対象にする、

あるいは小学校６年生をどうしても入れるのであれば、教科横断的な問題のみ取り入れる

など、現場の状況も踏まえ、十分検討され、説明責任が果たせるようにすべきだと思いま

す。 

 学習指導要領も改訂されました。コロナ禍での休校措置に伴う進度の遅れ、新指導要領

における正解が一つとは限らない探究的で、教科横断的な対応など、これまでとは異なる

状況を鑑みた上での取組にしないと現場を混乱させる可能性があります。慎重な対応を望

みます。 
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【栗林委員】  私はちょっと教えていただきたいという観点から質問したいのですけれ

ど、その前に１点、平井委員が今ご指摘になった点ですね。１日の間に非常にたくさんの

試験を行われるという。これは子どもたちの能力を見るという観点から、それを将来に生

かしていきたいということでされるということ自体は、私は反対する理由はないと思って

いますが、１日にあれもこれもというのはやっぱり負担が大きいのじゃないかなというこ

と、ちょっと常識的に過剰負担じゃないかなと。日を変えて行うという工夫は要るのでは

ないかなと感じます。 

 それからもう１つ、これも平井委員がおっしゃったことと関係していますけれど、基本

的にちょっと政治的な課題のことまで申し上げていいのかどうか躊躇するところはあるん

ですが。11月１日に住民投票がありますけれども、恐らく大阪府の学力テストを新たに取

り入れるということは、将来像を見越して大阪市の子どもたちも府全域の中で能力を見て

いったほうがいいのではないかという配慮が恐らくあるのではないかと思っています。こ

れまで培ってきた能力を正しく評価するということは非常に重要なことで、それを基には

するけれども、大阪府全体の中での子どもたちの能力を相対的に評価して、将来に生かし

ていきたいという趣旨は理解できるような気がするのですが。これはそうした観点でお考

えになっているのかどうかということを、まず１つ教えていただきたい。 

 そういうふうに参加していくと、我々が一般的に聞いている話としては、大阪市の義務

教育についてはこれまであったものを基本的には踏襲し、特別区がその責任を持ちますと。

それから、中等教育においては大阪府が、例えば高等学校は今、大阪市のほうから移行し

ているのがそうした、採用も１つだと思いますけれども、府で大学も含めて責任を持って

対応していきますとおっしゃっていると考えていますので、こうしたことが特別区で責任

を持っているという義務教育とどう位置づけられるのか、関連するのか。この点について

も教えていただけたら、判断の材料としてありがたいと思います。 

【弘元初等・中学校教育担当課長】  この新しいテストは府の教育庁が行いますが、府

下の各市町村の協力の下に行うということになっていまして、それぞれの市町村がそれぞ

れ参加するかどうかというのを判断されるところでございます。大阪市、堺市の政令市に

ついてもそれぞれで判断をした上で参加・協力していくということがまず前提でございま

す。今後、大都市の状況がどうなるか分からないですけれども、そういった新しい区ごと

の判断にもなっていこうかとは考えております。 

 それから、委員の先生方から負担が過重ではないかというお話をいただいています。確
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かに新しいテストが加わります。本市は小学校学力経年調査をさせていただいていますの

で、新しい調査がまたプラスされることで確かに負担が増えることは懸念されます。大阪

府のほうもあまり負担が過重にならないようにということで、例えば国語と算数と理科は、

テスト時間は20分と聞いております。１時間授業45分の中で、例えば国語と算数の２つを

すると。次の時間に理科と質問紙調査をすると。この教科横断的な問題というものは40分

かけると聞いておりますので、そういったところで全体的な負担については大阪府のほう

も少し配慮されていると聞いております。 

【大竹委員】  これも質問ですけれども、大阪府が今回こういう学力テストを来年度に

やるというその意味ですね。それと、そういう趣旨と本市がそれに参加する意義というこ

と。それともう１つは、この大阪府教育委員会で委員の方々がこの案件に対してどのよう

な意見が出ているのか。我々も上位下達というわけではないけれど、本当にこういったも

のに参加する、しないということは決められていると言うものの、大阪府が一定その趣旨

あるいは全体的なものを見るという話だとすると、市にとってどういうふうになるのかと

いう意味で、ある意味では大阪府の教育委員会が決めるときに各市の意向を聞いて少しそ

の場で議論しないと、何となく参加する、しないは自由だと言って、参加しないとなった

ときに、大阪府の教育委員会が目的としたことが達成できるのかどうか。そういう意味で

は、そこら辺のものも聞いていただければありがたい。先生の負担、児童の負担というも

のが無いということであれば、ある程度は理解できるけれども、どういう議論がされたの

かということをちょっと教えていただければありがたいと思います。 

【弘元初等・中学校教育担当課長】  大阪府の教育委員会会議での議論は我々のほうで

詳細に把握はできておりませんが、やはりこれからの社会で生きていく子どもたちに身に

つけてほしい新しい学力を使って、子どもたち自身が自分で把握する、あるいは学校や市

町村の教育委員会が把握して施策に生かしていくといったところで活用していくというこ

とが趣旨としてうたわれておりますので、そういったところで議論をされたのではないか

と思っております。本市のように独自調査をしているところ、大阪府下はほかにも幾つか

あるんですけれども、その辺りは各市の独自調査と、この新しい府の学力テストとの兼ね

合いなども考えながら参加を決定されていくのかなと考えております。 

【平井委員】  大阪市の場合、教育振興基本計画に基づいて教学展開しているわけです

が、テスティングで大切なのは振り返りも含めて、いかに事後指導に活かすかではないで

しょうか。テストの時間配分も気になります。20分で実際、何を測るのでしょうか。作問
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の意図も明確にしておいたほうがよいと思います。実施する以上、教育効果につながるこ

とを常に念頭において検討していただきたく思います。 

【渡瀬指導部長】  委員の皆様からご意見をいただきまして、コロナ禍の中での子ども

の負担、また先生方の負担という点も踏まえて、参加の仕方、参加しないということも含

めまして、また持ち帰りまして、議論を改めてもう一度させていただいて、検討させてい

ただくという形にさせていただきます。 

【平井委員】  小中については基本的に市が中心となって進めています。振興計画の下、

区や各校がカリキュラム・マネジメントを実践しながら対応しているのですから、コロナ

禍や指導要領の改訂等も踏まえて、実情に合わせた対応が不可欠ではないでしょうか。 

【渡瀬指導部長】  今いただいたご意見も十分踏まえて、改めて検討させていただきた

いと思います。 

【大竹委員】  私もこういった大阪府下の中で、大阪市の児童・生徒の学力はどうある

かというのを見てみるということは、本当に市の教育委員会として大切だと思います。従

って、私自身はこれそのものについて反対をするわけではないんですけれども、本当に今

まで、これは平井委員が言ったように、教育振興基本計画の中でいろいろなチャレンジテ

ストを含めてやっていて、それと今回のテストとどういうふうに結びつくのかなというこ

とは、いま一度考えて見て、それでもやっぱり全体の中で大阪市の児童の学力を見るとい

うことが大切だと思うなら、それはそれなりの負担軽減のやり方も含めて考えていけばい

いと思います。少しそこら辺がやっぱり皆さん曖昧に感じておられるので。何か一方的に

こんなことをやるからどうですかと言われて、では参加しましょうというのでは、議論が

薄いと感じますので、その辺の議論を深めていただければ、ありがたいと思います。 

【渡瀬指導部長】  持ち帰りまして、改めて検討させていただきます。 

【森末委員】  先ほどご質問がありましたけれども、大阪府教育委員会でこのテストを

導入するに至った経緯というか、その辺もちょっとお調べいただいて、ご報告いただきた

いと思います。 

【巽委員】  重複する点があるかもしれませんが、事前の説明をいただいたときに、全

国学テ、そして市の経年調査、それから新しくこれを導入検討であるすくすくテスト、正

直すごくテスト漬けで多いなと、子どもたち、それから学校の負担が多いなということを

第一声にお伝えさせていただいたかと思います。 

 私としましては、大阪市の経年調査は実際子どもが実施していて、すごく細かく分析し
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て、家庭とか子ども、保護者のほうにも分析結果、フィードバックがきちっとなされてい

て、十分満足できるものであると思っております。こちらの３ページのところに今回のす

くすくテストの趣旨・目的が書いてあると思うんですけれども、この（１）の児童とか（２）

の家庭、そして（３）の学校、これも含めてこの目的を見ますと、経年調査で全て網羅で

きているんじゃないかなと思いますので、府の統一テストで市だけちょっと実施しないと

いうことが許されるのかどうかは分かりませんが、実施することによって大きなメリット

というか、私は経年調査で網羅できている分がかなり多いのではないかなと思いますので、

皆さんと同じく、ちょっと検討していただきたいなと思います。 

【山本教育長】  ありがとうございます。協議題でございますので、先生方の今のご意

見をいただいて、府の教育庁とも情報の交換をさせていただいて、またこういった場面で、

決めつけるというより、もう一度ご議論いただいて、そして我々としての対応を定めても

らいたいと思います。そういう形で取扱いのほう、よろしくお願いしたいと思います。 

 

 議案第86号「大阪市立高等学校学則の一部を改正する規則案」を上程。 

 川阪総務部長からの説明要旨は次のとおりである。 

 本議案は大阪市立高等学校学則の第９条第１項で定めている各校の収容定員の変更に伴

い、改正するものである。改正の理由として、①大阪府内の公立中学校卒業者数の現状は

昭和62年をピークに減少傾向にあり、令和３年は前年から約3,000人減少し、６万5,590人

と推定されております。今後２年間は一旦増加に転じるものの、令和10年には６万2,940

人まで減少することが予想されている。これに伴い、大阪府内の公立高等学校の志願者数

も減少することから、府立高校、市立高校とも募集人員を削減する必要が生じている。本

市高等学校におきましては、とりわけ商業系及び工業系高等学校の志願者不足が近年続い

ている状況にあり、令和３年度選抜においては商業系３校、工業系４校の募集人員を減じ

ることとしたところである。 

 まず、②商業系高等学校の収容定員についてであるが、大阪ビジネスフロンティア高等

学校は平成24年度の開設時、同校の特色ある教育内容を踏まえ、想定した募集人員を上回

る８学級320人とした。その後、府内全体の商業科の志願者状況等を勘案し、平成28年度選

抜から募集人員を１学級40人減員したが、平成31年度令和２年度の選抜において、定員割

れが生じている状況にある。また、鶴見商業高等学校、住吉商業高等学校については、そ

れぞれ３年連続、４年連続して定員割れが生じており、特に令和２年度選抜においては両
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校とも募集人員６学級240名に対し、志願者数が200名を超えず、６学級編成ができない状

況となっている。３校については、今後、より効果的な教育活動の実践及び持続的な学校

運営を行うため、２ページ下の表のとおり、各校とも令和３年度選抜から募集人員を１学

級40人減じることとし、それに伴う収容定員の変更を行うものである。 

 ③の工業系高等学校の収容定員についてであるが、都島工業高等学校、泉尾工業高等学

校、東淀工業高等学校、生野工業高等学校においては、これまで工業に関する基礎的、基

本的な知識や技術を身につけた大阪の産業基盤を支える人材の育成を目標に教育活動を進

め、その役割を果たしてきた。一方で、今後の産業社会ではチームで共同して課題解決で

きる能力を身につけた人材が求められており、そのような能力の育成には少人数のグルー

プで取り組むＰＢＬ、課題解決型学習の手法が効果的であるとされている。 

 今般、本市工業系高等学校の今後の在り方についてご議論いただいた大阪市高等学校教

育審議会においても、ＰＢＬの導入については肯定的なご意見を頂戴しており、本年８月

に提出された同審議会第13次答申でもその旨が記されているところである。この４校にＰ

ＢＬを導入し、より一層きめ細かな指導を図るため、３ページの表のとおり、令和３年度

選抜から募集人員を１学級当たり35人とし、それに伴う収容定員の変更を行いたい。なお、

生野工業高等学校については平成31年度に募集人員を変更していることから、学年進行に

伴う収容定員の変更も併せて行うものである。 

 ④の学年進行に伴う収容定員についてであるが、水都国際高等学校は平成31年度に募集

人員を80人として開設し、令和３年度選抜についても引き続き募集人員は同数とするが、

学年進行に伴う収容定員の変更を行う。南高等学校、西高等学校、扇町総合高等学校につ

いては、令和２年度に募集人員を変更したことに伴い、収容定員の変更を行った。令和３

年度選抜についても引き続き募集人員は同数とするが、学年進行に伴う収容定員の変更を

行う。施行期日は令和３年４月１日とする。 

 なお、令和３年度の募集人員については、大阪府教育庁が大阪市立を含む府内の公立高

等学校全体の募集人員について、来る11月10日の大阪府教育委員会会議に上程し、可決後、

公表する予定となっている。 

 

 質疑の概要は次のとおりである。 

【大竹委員】  この案件はこれで私もいいとは思うんですけれども、ただ、工業高校の

議論でＰＢＬを導入するから35人というのは短絡すぎるのでは。ＰＢＬ、別に少なけりゃ
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少ないほうがよくて、30人でもいいじゃないかという議論になるから、何となくこう出て

くると、やっぱりある程度の募集とか、応募人数が減っていることもありＰＢＬも導入す

るというふうにかぶせないと。ＰＢＬは35人編成がいいんだと言われちゃうと、そうじゃ

なかろうと、いろんな人の意見がある。背景として、やっぱり商業高校と同じようにある

から、もし文言が工夫できるのであれば、工夫していただいたほうがいいという感じはし

ます。応募人数の減少とＰＢＬを導入することによってというふうな書き出しのほうがす

っと落ちるかなという感じはします。 

 

 採決の結果、委員全員異議なく、原案について一部修正を加えたうえで可決。 

 

 議案第87号「市会提出予定案件（その28）」から議案第90号「市会提出予定案件（その3

1）」を一括して上程。 

 忍学校環境整備担当部長からの説明概要は次のとおりである。 

 議案第87号から議案第90号まで、類似の内容であるため、一括して説明する。これらの

案件はいずれも校舎建設工事請負契約の締結に係るもので、全て予定価格が６億円を超え

るため、今後、大阪市会でのご審議をお願いする必要があるものである。 

議案第87号は中央区の東中学校で、生徒数の増加に対応するために校舎の増築を行い、

普通教室などを確保するものである。工事概要にあるとおり、校舎１棟の建設などについ

て、名工建設株式会社と契約金額７億7,715万円で契約をしたいと考えている。次に、議案

第88号は淀川区の三国中学校で、老朽化が進んでいる昭和40年代に建てられた校舎などを

建て替えるものである。工事概要のとおり、６階建ての校舎１棟の建設などについて株式

会社旭工建と契約金額17憶4,570万円で契約したいと考えている。議案第89号は東淀川区の

西淡路小学校であり、こちらも昭和30年代に建てられた校舎など、老朽化が進んでいる校

舎及び給食室を建て替えるというものである。工事概要のとおり３階建ての校舎１棟の建

設などについて、株式会社森長工務店と契約金額７億1,280万円で契約をしたいと考えてい

る。議案第90号は阿倍野区の阪南小学校であるが、こちらは最初の案件と同じく児童数の

増加に対応するため校舎を増築し、普通教室などを確保するというものである。工事概要

のとおり、校舎１棟の建設などについて、野村建設工業株式会社と契約金額６億2,810万円

で契約をしたいと考えている。 
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 採決の結果、委員全員異議なく、いずれの議案についても原案どおり可決。 

 

 協議題第28「市会提出予定案件その32」を上程。 

 三木生涯学習部長からの説明要旨は次のとおりである。 

 大阪市立クラフトパークについては、平成11年に平野区に設置された日本で唯一の総合

工芸施設で、ガラス工芸、陶芸、その他の工芸に関する講座等の開催及び情報の提供を行

うことにより、市民の工芸に関する創作活動を支援するとともに工芸の普及を図り、もっ

て市民の文化の向上及び生涯学習の振興に寄与することを目的としている。当初は管理委

託であったが、地方自治法の改正に伴い、平成18年度から指定管理者制度、また、平成22

年度からは利用料金制度を導入した。その後は平成25年２月に策定された市民利用施設の

見直し実施計画に基づき、開館時間の変更や料金体系の見直し等の経費節減策や収入増加

策により収支均衡を図り、平成28年度からは管理代行料ゼロ円で指定管理を行い、その期

間が令和２年度末で終了となる。そのため、令和３年度から令和７年度までの５年間の指

定管理者を指定するものである。 

 次に、指定管理者の指定の流れであるが、指定管理予定者選定会議による審査結果を受

け、教育委員会として指定管理予定者を決定の上、市会案件として提出し、市会の議決を

経て教育委員会が指定管理者を指定することとなっている。本来、本日の教育委員会会議

において、選定会議が選定した指定管理予定者をお諮りすべきところだが、新型コロナウ

イルスの感染拡大に伴う緊急事態宣言の発出を受け、クラフトパークは４月９日から５月

末まで臨時休館し、創作教室の第１期の中止などの影響が生じたため、管理代行料ゼロ円

での指定管理が可能か、推移を見極める必要があった。募集要項を決定する第１回の選定

会議は、そのため当初予想よりも約３週間遅れた。その後の募集期間等の手続については、

公平性や応募者確保のため短縮ができなかったことから、選定会議からの審議結果の報告

が来週10月19日の第３回会議の後になることから、このたびは今後のスケジュールの報告

と急施専決の実施についてご説明させていただく。 

 なお、クラフトパークでは徹底した感染拡大防止対策を実施しており、また、受講者に

は固定層が多いことから、７月からの創作教室の第２期の受講者は約９割程度回復してお

り、管理代行料ゼロ円での指定管理の実施は可能と判断している。 

 指定管理予定者名や採点結果等を空白にしました選定会議の審査結果報告書案であるが、

まず、選定委員は学識経験者、公認会計士など４名の専門家に委嘱し、計３回の選定会議
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を開催する予定である。選定会議の開催の経過は、７月９日の第１回選定会議では募集要

項や選定方法等についての審議を行い、本日ちょうどこの時間、10月13日の第２回選定会

議では選定基準に基づく申請書類の審査を行い、来週10月19日の第３回選定会議では申請

団体に対するヒアリング及び採点に基づき、指定管理予定者を選定する予定である。 

 公募の経過であるが、募集要項の配布等を７月31日から９月30日までの期間行い、８月2

5日に現地説明会を開催し、９月24日から30日にかけて応募に係る申請書類の受付を行った。

現地説明会には２団体の参加があり、最終的に申請があったのは連合体による１団体であ

る。 

 指定管理者の指定は市会の議決を経る必要があることから、今後、11月開会予定の市会

に追加案件として提出の上、議決を経てまいりたいと考えている。 

 新型コロナウイルスの感染拡大に伴う臨時休館等やむを得ない事由により募集要項の要

件確定が遅れ、指定管理手続全体が約３週間後ろ倒しとなったり、本来は教育委員会会議

において指定管理者の決定の決議を先にいただくところであるが、10月末には市会提出議

案の総務局長決裁を完了する必要があることから、10月19日の選定会議終了後に審議結果

の報告があれば、急施専決処分を行い、その結果を11月10日の教育委員会会議でご報告さ

せていただきたいと考えている。 

 

 質疑の概要は次のとおりである。 

【大竹委員】  会議のかけ方の問題として、これ、協議題でかけられて何を審議するん

ですか。知っといてほしいというなら、報告か何かで知らせてもらえればいい。それはコ

ロナ禍で、例えばこういうヒアリングの項目をこんなのを入れるというなら、またそれは

それだけど。これだけ見ると、要は専決をやるので知っておいてほしいと。案件として協

議題とあるので、何を議論していただく趣旨でかけているのかなという、事務局の意図が

よく分からないです。 

【三木生涯学習部長】  急施専決処分を行いたいと考えておりますので、その事前のご

報告といいますか。 

【大竹委員】  だからそれだと協議題でも何でもないでしょう。急施専決に係るけれど

もよろしくといって報告でもない。これで何か議論しろと言われても何の議論にもならな

い。団体が決まったら、その団体は大丈夫と、いろいろあると思うけれども、急施専決を

するなら、それはしょうがないけれども、会議としての意図が分からない。 
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【三木生涯学習部長】  選定項目ですとか、この辺りにつきましては選定会議のほうで

審議決定した上で、事業者からのヒアリング等を経て、選定会議のほうで評価、事業者決

定をいたします。本来でしたら、それが今日にその結果が分かればよかったんですけれど

も、コロナの関係で遅れましたので。いきなり終わった後でご報告するよりも、事前にこ

ういうことでやむを得ない理由で急施専決を行わせていただきたい、ということのご報告

とそれについて、もしご意見ございましたら。 

【栗林委員】  これはもともと趣旨としては行政改革の一環での視点があるんじゃない

かと、私はそういうふうに受け止めています。もともと橋下徹氏が府知事、それから市長

をされて、それで非常に大きな行政改革をされました。文楽劇場なんかがその対象になっ

て、必ずしも賛成でない方も多かったと思いますし、私なんか文楽ファンの１人ですから、

随分つらい思いもしたんですけれども、それは問題提起としては非常に大きな都市改革と

いう意味で、意味があったと思うんです。こういうクラフトパークというのもそうした対

象機関の１つに本来なってくるのではないかと、私としては協議題をやって、今そういう

ふうに受け止めています。 

【大竹委員】  指定管理者にするかどうかということを協議しろと言っているわけじゃ

なくて、指定管理者をするというのはもう決まっている話だから。 

【栗林委員】  そういう管理者をどういう観点で指定したらいいのかということがもと

もとあって。 

【大竹委員】  だけど今の言い方だと、どういった観点とか、今意見を言って変わるん

ですか。だから、協議題としてかけてくるなら、事務局は何でもかんでもかけてくるので

はなくて、少し内容を見てもらいたい。こういうことがあるので、ちょっと時間の関係で

遅れたのでしようがないから、これを知っといてねと言うなら、そういう扱いにしてほし

いと思う。あまり免罪符的に、議題にかけたから良いというのはやめてもらいたいと思う。 

【山本教育長】  指定管理という制度になっていることは事実ですけれども、教育委員

の先生方にお諮りするならば、この募集要項の配布の前に、こういった全体の流れがあっ

て、過去の例を見ると、こういった形での取扱いになっていて、ある意味専門的な要素が

あるので、選定会議のほうでそうした細かな観点というものを詰めさせてやっていただき

ます、ということについての大綱的な了承をまず得ておくと。後はこの流れに沿うんだけ

れども、その中でコロナのことで何かあった場合に、これは本来、手続上であれば７月前

にご説明したものとは違うけれども、もうそれは教育長の専決で行いますということの簡
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単な報告という形になっていくのだと思う。だから、特別な施設でもないから、選定の観

点を全部入れ替えるとか、そんな議論をする必要もないと思います。 

【大竹委員】  もし必要なら、どういう観点で見たら良いんですかということなら、そ

れはそれなりの言い方はあるだろうと思う。今の規定、ここでかけられて通してと言われ

てというだけで、この内容が悪いと言っているわけじゃないです。それはそれでいいんだ

けども、何か免罪符的に今回教育委員会にぱっと出されて、次の急施専決のとき、前回も

説明して会議にかけたから了解ですね、と言われても困る。別に報告でこうなっています

というのは、それはそれで了承だけれども、協議題という扱いが気になると言っているだ

けです。 

【山本教育長】  そこは今後気をつけて。 

【三木生涯学習部長】  失礼いたしました。今後気をつけます。 

 本件は行政改革の観点から、指定管理代行料ゼロ円で、収支均衡でやらないと施設は廃

止するという非常に厳しい方針が行政改革の中で出まして、それに基づいて収支均衡を図

りながら、代行料をゼロしてこの５年間やってきました。さらにそれを継続するというこ

とで、基本的にはそういう基準等は書いていないんですけれども、ただ、コロナの関係で

収支悪化が見込まれる中でその要件を維持すべきかどうかというところで、最終的にほぼ

その見通しが立ったということでございます。 

【森末委員】  ちょっと質問です。これ３回会議をやられる予定ですね。たくさん候補

者が来ていたらということを思っていました。でも、１者みたいな感じですね。３回され

ているのは基準を作ったり、そういうことで１回目とかされているんですね。 

【三木生涯学習部長】  そうです。１回目は基準で、どういう基準で募集をかけるかと

いうことで、その基準を定めて、その後２か月の募集期間、これは短縮できません。最終、

応募者があったところについて、今度は書類審査が要ります。いろいろ要件が決まってお

りますので、その要件を満たしているかどうか、それを本日の第２回の会議でやっていま

す。第３回の会議は事業者を呼んでヒアリングをしまして、今回の提案内容について、そ

れが生涯学習施設という観点から妥当かどうかということで、５ページにあります審査基

準の配点表に基づいて、最低60点以上取っていただかないと合格にならないということで

すので、１者であっても直ちにその１者が合格ということにはなりませんので、そういう

ことでございます。 

【森末委員】  分かりました。もう１点、これ、19日に決定する予定ですよね。20日に
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なったらすぐに次の教育委員会会議を開くということはやっぱり手続ができなかったのか

な。それはもう事務的な話なんですけれども。ちょっと最近、議案が多くて、これらを１

回でやるのは本当にどうかなという感じもします。それならそれで、19日の後に入れるべ

きだったんじゃないかなと。やっぱり指定管理団体を決めるというのはすごい大事なこと

なので、形式的にはやはり教育委員会で議決すべきもので、それがどうしようもなかった

ら、急施専決ということもありますけれども。そういうことをちょっと考えていただきた

いなと思っています。何か最近とにかく教育委員会会議は月１回でやりますみたいな形で

詰め込んでこられて、正直見るのが大変だし、逆に言ったら、議論せずどんどん進めてい

かないと時間が終わらないから、あんまり言いたいことも言わないでおこうという、正直

こんなことになるので、それは事務局としても考えていただきたいなと思っています。 

【平井委員】  同感です。議論がしにくいのはいかがなものでしょうか。元々、月２回

行っていたものを１回でまとめることには無理があります。事前説明はありがたいのです

が、話し合う場があってしかるべくだと思います。 

【森末委員】  そうしないからこそ急施専決になったわけで。 

【平井委員】  そうですね。 

【大竹委員】  僕がちょっと言った都合上だけど、指定管理者制度について代行委託料

ゼロというのは、本来は例えばそこで少しでも利益を出して市に還元してもらうと。それ

が例えば建物の補修費だったり、そういったものは市のほうは出しているけれども。だか

ら、収支、そういう代行制度として見ると、どういう経緯になってくるか分かんないけれ

ども、どういうことを言って、それで市にどれだけ貢献できるんですかと、そういうとこ

ろはやっぱり指定管理者制度ができたときの議論として我々としては知りたいと思う。ゼ

ロは非常に厳しいというのはあるけれども、ほかの大阪城の管理の指定管理にしても利益

を出して少しでも還元するというのがあって、最低でもゼロというのは、持ち出しがない

ようにというのは、それはそのとおりなので。今、コロナ禍だから厳しいということはあ

るけれども、そういう面とこの指定管理者制度の決められた指定管理者がいいかどうか。

本当はそういう議論をしていかないといけないので、急施専決でしょうがないな、とは思

うところあるけれども、やっぱりどういう判定をこの選定委員の方々は見てやられている

かということは議論しておいたほうがいいという感じはします。 

【三木生涯学習部長】  それに関しましては要項の中で、粗利益、利益が出ましたら、

その２分の１を市のほうに基本的に入れてもらうということの要項も年度協定で入れるこ



－18－ 

とになっておりまして、実際そこまでは至っていないときが多いんですけれども、施設に

よっては入れていただいている施設等もございます。 

【大竹委員】  だから、そういう議論というのはもっとすべきで、もしこのまますっと

いっちゃうと、急施専決でいって何もなく、になっちゃうから案件によっては少し議論が

できる時間があったほうがいいんじゃないのかなと思います。 

【山本教育長】  分かりました。ちょっと議事運営・質問について、もう少し本格的な

議論ができるような配慮を考えさせていただきます。 

 

議案第91号「第45回学校医等永年勤続者表彰について」を上程。 

松田学校力支援担当部長からの説明要旨は次のとおりである。 

学校医等永年勤続者表彰は、「学校医等永年勤続者表彰実施要項」に基づき、本市校園の

学校医・学校歯科医・学校薬剤師として20年以上、学校園における保健管理に関する専門

的事項に関してご尽力いただいた方々に対してその功績を讃えるために表彰を行い、表彰

状及び記念章を授与するものである。今年度の被表彰者は名簿に記している方々である。

学校医は本出肇先生をはじめ25名、学校歯科医は河野好昭先生をはじめ11名、学校薬剤師

は井上紀子先生をはじめ11名、以上47名の先生方である。表彰期日は11月３日の文化の日

で、表彰状等は校園長より受賞者へ渡すこととしている。 

 

採決の結果、委員全員異議なく、原案どおり可決。 

 

 議案第92号「第72回市立校園職員児童生徒表彰について」、及び議案第93号「令和２年度

教育功労者表彰について」を一括して上程。 

藤巻教務部長からの説明要旨は次のとおりである。 

議案第92号「市立校園職員児童生徒表彰」については、大阪市教育委員会表彰規則に基

づき、市長と教育委員会の連名で昭和24年から毎年11月３日の文化の日に行っており、今

回で72回目となる。各校園長から推薦された者のうちから項目ごとに基準に照らし、審査

した結果、被表彰者数は、職員の部では職務精励が36名、教育実践功績が２名、調査研究

等は本年度については報告がなかった。また満25年勤続表彰の者が263名、満35年勤続表彰

の者が219名である。 

 次に、児童生徒の部では他に賞賛され、または他の模範とするに足る行為があった者が
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４名と１グループである。なお、例年11月３日に大阪市中央公会堂で開催している表彰式

については、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止とし、表彰状及び記念品の贈

呈を各学校園で実施したいと考えている。 

  

 続いて議案第93号「令和２年度教育功労者表彰」についてであるが、この表彰は教育長

名で行っているものである。校園長については、先の議案における職務精励の受賞者は校

園長の職を５年以上務めたのち、今年度退職する者を対象としているが、こちらは原則３

年までの者を対象としており、今回は34名を表彰したいと考えている。ちなみに、４年の

者については、５月に行われた大阪府の憲法記念日知事表彰で既に表彰済みである。また、

副校長、指導主事及び教頭で年度末退職する者も対象としており、今回は副校長１名、指

導主事１名、教頭９名を表彰する。 

 

 採決の結果、委員全員異議なく、いずれの議案についても原案どおり可決。 

 

 報告第38号「校長公募に係る第２次選考の合格者の決定について」を上程。 

藤巻教務部長からの説明要旨は次のとおりである。 

第１次選考合格者数について、小・中学校共通では内部・外部合わせて121名、同じく高等

学校では９名、幼稚園では５名、合計135名の合格となっている。 

 第２次選考の合格者数について、小・中学校共通については、内部及び外部を合わせ49

名、高等学校については１名、幼稚園については２名の合格とする。 

 選考方法についてであるが、１グループ受験者３名を基本として集団面接を実施し、合

否の通知は既に９月30日に受験者へ発送している。 

 今後のスケジュールは、第３次選考の個人面接は昨日12日より行っており、20日まで実

施予定である。 

 

採決の結果、委員全員異議なく、原案どおり可決。 

 

 報告第94号「職員の部活動顧問への復帰について」を上程。 

藤巻教務部長からの説明要旨は次のとおりである。 

部活動顧問による部活動指導中の暴力行為等が発生した場合に部活動顧問から外すこと
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とした教職員について、部活動顧問への復帰をお諮りするものである。当該教職員は前任

校において、女子バレーボール部の活動中に関係生徒の顔面にボールを投げ当てたほか、

同部員に常習的に暴言を発していたことから、平成30年11月14日付で懲戒処分となってい

る。 

 

採決の結果、委員全員異議なく、原案どおり可決。 

 

報告第95号「職員の部活動顧問への復帰について」を上程。 

藤巻教務部長からの説明要旨は次のとおりである。 

部活動顧問から外すこととした教職員の復帰をお諮りするものである。当該教職員は男

子バレーボール部の活動中に関係生徒を投げ飛ばした後、胸部を打ち転倒させたほか、別

の生徒にも胸部を打つなどして転倒させ、倒れている生徒の胸ぐらをつかみ、身体を揺さ

ぶるなどを行ったことから、平成31年２月３日付で懲戒処分となっている。 

  

採決の結果、委員全員異議なく、原案どおり可決。 

 

議案第96号「職員の人事について」を上程。 

説明要旨及び議事概要については、大阪市職員基本条例第30条第５項の規定により非公

表 

 

議案第97号「職員の人事について」を上程。 

藤巻教務部長からの説明要旨は次のとおりである。 

被処分者は教頭で、処分内容は地方公務員法第29条による懲戒処分として停職15日とし

たい。令和２年６月17日に管理作業員が校内を巡回している際、屋上に上がる扉の状態が

いつもと違うため中に入ったところ、たばこの臭いがしたことから、自らの携帯電話を録

画状態にして設置し、同校夕方に動画を確認したところ、当該教頭が屋上に上がる階段の

踊り場で勤務時間中に喫煙している姿が録画されていた。６月29日に同校校長が当該教頭

に動画を見せて確認したところ、当該教頭は勤務時間中の喫煙行為を認めたものである。 

 その確認により、令和元年秋頃から令和２年６月までの間、当学校施設内において18回、

テレワーク中に自宅において42回、合計60回程度、勤務中に喫煙をしたことを認めている。 
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採決の結果、委員全員異議なく、原案どおり可決。 

 

議案第98号「職員の人事について」を上程。 

藤巻教務部長からの説明要旨は次のとおりである。 

暴言等複数の規則違反による懲戒処分である。被処分者は小学校教諭で、処分内容につ

いては、地方公務員法第29条の懲戒処分として減給２月とする。当該教諭は令和元年夏頃、

６年の女子児童に対し数回、身体的特徴を揶揄する不適切な発言を行っていた。また、令

和２年１月28日には６年の児童２人がトイレ前で脱いだ上履きを取り上げられたため、関

係児童らは靴を履かず、靴下のままトイレから教室まで帰ることとなり、その後、６年の

教室にいた学級担任に対し、取り上げた児童らの上靴を投げつけ、関係児童らを指導する

よう叱責した。さらに、同日の昼休みには、校庭で遊ばず教室で遊ぶよう指導したにもか

かわらず、廊下に出ているこの２組の児童がいたため、学級担任に対し罵声を浴びせ、回

りの教室にいた学年主任にも罵声を浴びせた。なお、当該教諭は児童に対する不適切な発

言等について、速やかに管理職に報告すべきところを認めていた。 

 

採決の結果、委員全員異議なく、原案どおり可決。 

 

議案第99号「職員の人事について」を上程。 

藤巻教務部長からの説明要旨は次のとおりである。 

校務外での暴力行為による懲戒処分に関する内容である。被処分者は小学校講師で、処

分内容は地方公務員法第29条の懲戒処分として減給１月とする。当該講師は令和２年４月

３日の業務終了後、兵庫県宝塚市のフットサル場において、面識のないメンバーとともに

フットサルを行っていた際、相手チーム男子高校生によるラフプレーを注意するため、試

合の休憩中、駐車場に向かう男子高校生を追いかけ、胸ぐらをつかみ、また、その様子を

見て当該講師に声をかけてきた男子高校生の知人である男子大学生の首根っこをつかみ、

地面に押し倒した。このため、男子大学生らは警察に通報し、当該講師は駆けつけた警察

官に現行犯逮捕された。その後、暴行の罪で起訴され、罰金15万円に処する略式命令が出

された。 
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採決の結果、委員全員異議なく、原案どおり可決。 

 

（５）山本教育長より閉会を宣告 

 

会議録署名者 
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